港区木造住宅耐震改修計画・設計に於ける
　　　　　　　　　　　　　　　　　留意事項

　　　　　　　　　　　　　　　平成28年11月

　　　　　　　　　　社団法人　東京都建築士事務所協会港支部

　　　　　　　　　　　　　耐震特別委員会木造部会

Ⅰ「木造住宅耐震改修計画・設計の木造部会」設置　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ28-11　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　港支部耐震特別委員会木造部会
　　1）背景
　　港区に於ける標記助成制度は、平成21年度より「港区木造住宅耐震促進事業実施要綱」（17・港街建第71号－Ｈ20/12/9改）を「港区民間建築物耐震化促進事業実施要綱」（17・港街建第71号－Ｈ21/4/1改）と名称および若干の改訂が行われた。木造住宅は、当要綱の助成対象建物で木造・非木造・緊急輸送道路の沿道建物の区分に包含されて助成要綱の統一が図られた。

木造住宅の耐震改修・設計並びに耐震改修工事に係わる経費の助成は、要綱に規定する審査機関の評定を受けた耐震改修・設計であることを適合条件としている。
2）実施要綱と港支部の係わり

　　港支部で耐震診断の受託を実施した建物における耐震改修・設計に対する港支部の評定は、港区の実施要綱が規定する機関で受けたものと認定される。従って、当委員会木造部会は耐震改修計画・設計の評定において、（財）日本建築防災協会発行の「木造住宅の耐震診断と補強方法」に基づく上部構造評点Iw（1.0以上の確保）の算定内容、並びに耐力壁直下の基礎構造設計の適正の確認と、経済性・施工性に留意した改修設計の品質確保に努める。
　
3）耐震改修計画・設計の評定実施フロー

評定申込み
　

　　
　　  
　　 木耐震事務局
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　検討会召集案内
　　　　

　　　　検討会

　　　　　　　　　　　　　　議事録作成　申請者

　　　評定書発行

4）港区民間建築物耐震化促進事業実施要綱（木造）　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　耐震改修工事の経費助成フロ－（改修計画・設計経費を含む）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
注）診断は建防協発行の「木造住宅の耐震診断と補強方法」の一般又は精密診断による。
　　　建　物　　　　


　　助成対象建物
　　の適合判定
　　　　適合
　　　　　
　 助成金交付申請　
　　　　　　　第1号様式（耐震改修工事等助成申請書）添付資料（要綱別表第2の書類）
　　　　審査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評定書・改修計画　設計見積書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改修工事見積書・工程表等 



第3号様式　　　　　第2号様式（耐震改修工事等助成決定通知書）

　　　　　　　

　　　　　耐震改修等着手届

　　　　　　　　　　第4号様式（耐震改修工事等着手届）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　
　　　　第5号様式　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　 　　　　　第6号様式（中間検査報告書）　　
　　　　　　　　　　　　　第7　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　第7号様式（耐震改修工事等完了報告書）　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　第8号様式（助成金交付申請書）　　　　　　　

　　　　　　　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　  第9号様式（助成金交付決定通知書）
　　　　　　　助成金申請
第11号様式　　　　　　　　　　　第10号様式（耐震改修工事等助成金請求書）
　　　　　　　　　　 　　　　　　　　
　5）木造耐震改修計画・設計の検討会実施要領

　　

1 評定の対象となる木造住宅は、港支部が耐震診断の実施を受託し耐震特別委員会において、耐震診断の判定を行った住宅であることが、港区民間建築物耐震化事業実施要綱に記されている。

②耐震改修計画・設計に関する評定書発行は、［検討会］にて複数の構造判定委員が設計者からの改修計画・設計の内容説明を受け、適正な改修計画・設計の確立に対し支援する。

2 検討会の質疑応答内容は、申請者が議事録に記録する。

3 評定書のフォーマットは、別紙のとおり表題を「木造耐震改修計画・設計　評定書」とし、その下段の評定番号は「耐震診断　判定書」に付した判定番号の末尾に「改定」を追加する。　　　例　　診断判定番号（04-30）➝（04’－30改修）

　　⑤評定書には検討会の議事録を添付する。

　　⑥耐震改修計画・設計の評定審査手数料は、50,000円（消費税含まず）とし評定申込み時の納入を原則とする。


[image: image1.emf]Ⅳ 木造住宅の耐震改修計画・設計のチェックポイント

1 改修計画全般

（1） 改修計画を立て､設計図書としてまとめる。

（2） 設計図書を施主に提示し改修計画、工事内容の理解を得る。

（補強後に大地震を受けた場合の被災の可能性や損傷程度について十分説明をする。）

（3） 上部構造の改修補強では、屋根荷重の低減及び耐震要素を確保するとともに､

耐震要素の配置､劣化度等による低減項目を極力減らす。

（4） 既存筋交いの位置及び使用部材寸法は､現地の調査により確認をする。

2 各部の耐震改修計画上の留意点

（1） 地盤

・ 立地条件を十分把握し､改修設計に配慮する。

・ 軟弱地盤は壁量を1.5倍する。

・ 崖地、高台、擁壁の関係を把握して地震対策を検討する。

（2） ひびわれのある鉄筋コンクリート基礎、無筋コンクリート基礎

・ ひびわれのある鉄筋コンクリート基礎はひび割れ補修する。

・ 不同沈下が生じているか否かを十分調査する。

・ 無筋コンクリート基礎はｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄやホールダウン金物が抜け出しやすく性能を発揮されない。

鉄筋コンクリート造の基礎抱き合わせる等の補強対策が必要である。

（3） その他の基礎

・　玉石、石積、ブロック積みの基礎では、局所的な破壊が起こり安いため基礎の踏み外し、

束の倒れ等起こらない用に足固めを設ける。

3 上部構造の耐震要素

・ 耐震安全性の確保は、壁を強い壁に変えるか、開口部を壁に変えて壁の量を増やす等がある。

その際壁がバランス良く配置され、基礎や周辺の接合部が健全であり､建物が一体となって

抵抗出来るよう､壁と基礎が充分に緊結されている必要がある。

4 耐震要素の配置等

・ 全体のバランスが良くなるよう壁を配置する。

・ 建物の形状が平面的、立面的に整形でない場合には、新設耐力壁の配置、床面の剛性の確保が

必要である。

・　下屋部分の耐震要素の性能を効果的に発揮させるためには､下屋の屋根面剛性を

確保する。

・ ２階の耐震要素で直下に柱がない場合には､耐震要素を支える梁の曲げ剛性、耐力を

確保する。

5 劣化

・ 劣化している部位は交換するとともに、交換部材と既存部材の接合部を補強し､劣化の原因を

取り除くことが重要である。

・ 劣化の原因となる腐朽、蟻害被害は､水分の進入経路を絶つ、風通しなど劣化防止対策を行う。

6 その他の補強の計画

・ 地震時の瓦や外壁の脱落､飛散、ブロック塀の倒壊などの地震対策が重要である。

7 補強要領図

・ 「木造住宅の耐震診断と補強方法」図書128ページ～135ページ参照

又は、その他の補強方法を参考にして補強要領図を作成する。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
耐震化基準未満の木造建築物に対し、上部構造評点Ｉｗ値を1.0以上とするために行う、耐震改修計画・設計であること。


助成要綱に規定する機関の評定等を受けて、耐震改修計画・設計を行う建物であること。


昭和56年5月31日までに建築確認を受けて建築した建物。


原則として、建築基準法に適合しているものであること。





適合条件





承認　通知





不承認通知





改修工事等の取止め届け





判定を受けた


　建築士





中間検査報告





耐震改修工事等完了報告


助成金交付申請











　　審査　　　





交付決定の取り消し





助成金交付決定通知








　完　 了














PAGE  
1

